
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度   事 業 報 告 書

盤趣堕 二塁塾型L重畳上」鯰

1 事業の成果

法人の名称変更 。理事長以下理事の変更を行った上で、新たな事業目標を掲げて積極的に活動を行っ

た結果、会員数は約百社と大幅に増加した。ホームページによる情報発信も月間平均 2回以上実施 し、

各事業に多数の参加者 (受益対象者)を得ることができたほか、検定事業も順調に準備を進めている。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【4,814】 千円)

(2)その他の事業

なし

疋 訳に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数 ξ禦薯

範囲
ξ雲薯
人数

事業費
(千円)

(1)金融 ITの

要
査・研究事

生成
に

`≧会を

肛 等の活用を中心
融 ITに関する委員
開催する

3/18
3/22
4/16

1

1

1

1

6:

0:

6:

8:

30‐

00‐

00‐

00‐5Ю1

FInga樋
KAVABA 3人

金
関
事

融 機
T¬い

業著
` 200 656

(2)金融 ITの

肇羹会
・著作(1)の調査 。研究結果に基

づきWEBによる講演会
を実施する

4/1818:00‐
5/1618:00・

Finga縫
KAVABA
&
Web会議

5人
金
関
事

融 機
Tn■

業著
・

平均 100×
2回
=200

875

(D金融ITの

羹術
評価事駆 諄 里 纂購 罷鴨手

る評価 を行い取 りま と
める

上記講演会
の中で、評
価・とりまと
めを実施

同上 同上 同上 同上
上記に
含む

(0金融 ITの
個別 コンサ
ルテ イング
支援事業

(1)～(3)並びに(D～(0の
事業に注力したため、今
年度は未実施

(5)金融 IT
普及・啓蒙
業

の

事

(D及び(0の開催結果を
取りまとめて WEBサイ
トに掲載 し広 く情報提
供を行う

2/22
3/22
5ノ01
y10
6/21

Webサイ ト 2人
金 融 機

嬰葉fT
83,3941PV

(1/14‐63)
438

(6)金融 IT人

量
の育成事

金融 IT検定の実施に向

植拳雲争な套習基
=需

2/2218:00‐
3/2218:00‐
4/2318:00‐
5ノ2018:00‐
6ノ2218100・

FL曖ab
KAVABA
&
Web会議

13人

金 融 機
関 、 IT

量輪

平均 30×
5回
=150

2,345



書式第 13号 (法第28条関係)

令和 5年度 活動計算書 (その他事業が上登場合)

事 業 報 告 用

人 :T

当 什

ｍ
螂
¨

0.204,040

受取補助金

4

0 そ

受取利思

収

正会員受取会費
個人会員受取会費
法人会員受取会,

受取寄附金
施設等受入評価益

事業収益
事業収益

0.204.051

4.521.CX)0

203.118

4.014.:1

1

2

綸科手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

役員報酬

綸科手当

退職綸付費用

福利厚生費

1)人

消耗品費
水道光熱費
通信理機費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
授込手数料

2.324

3,630
13.400

24.」

4.830.571
A B 4.456.200

過年度損益

`正
益

災害損失

D

0
2.710.405
7.174.715
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⑤



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

定非 法人 金融 :T 会

単位

現金預金

未収金

棚卸資産

7,174,715

7.174.715[壼合 ・ ・ ・ (

ｎ

）(1)有移■定資産
車両運搬具
什器備品

ｎ

）(2)無静■定資産
ソフトウェア
借地権

ｎ
Ｖ(3)~3Fコ「:775][τテ百壼

敷金
長期貸付金

ｎ

¨

2

(

7.174,715【A】 資 産 合 計 ①+②

2

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

2.718.435
4.456.200

正

7.174.715

7,174.715【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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書式 16号 (法 28条 係 )

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 金融 IT協会

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日 一部改正
NPO法 人会計基準協議会)に よつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
当法人に該当資産は無いため、当項 目は対象外。

(2)固定資産の減価償却の方法
当法人に該当資産は無いため、当項目は対象外。

(3)引 当金の計上基準
当法人はいかなる種類の引当金も計上 していないため、当項 目は対象外。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

当法人は物的サービスを受け入れたことがないため、当項 目は対象外。

(5)消費税等の会計処理

消費税は税込み経理によつています。

事業別損益の状況  (以下の事業はすべて金融 ITを対象 としたもの。 (4)コ ンサルティング事業は今年度未実施)

(単位 :円 )

一
Ｚ

科 日
(1)調査研究

事業
(2)講演会

(3)評価事業

(5)普及・啓
蒙事業

(6)人材の育
成事業

事業部門計 管理部門 合計

9,294,846 9,294,846

9,294,851 9,294,851

656,000 791,000 438,000 2,636,000 4,521,000 4,521,000

656,000 791,000 438,000 2,636,000 4,521,000 （
Ｕ 4,521,000

84,378

84,378

208,740

208,740

293,118

293,118

3,630

2,324

18,499

24,453

293,118

3,630

2,324

18,499

317,571
656,000 875,378 438,000 2,844,740 4,814,118 24,453 4,838,571

ロロ ロ

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費
外部委託費

人件費計
(2)その他経費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費
振込手数料

消耗品費

雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

…

内容 金額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
:円 )

該当なし



当期減少額 備考内容 期首残高 当期増加額 期末残高

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳                  該当な し

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、その うち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約 されていない正味財産は   円です。

5. 固定資産の増減内訳 該当な し

(単 :円 )

6.借 入金の増滅内訳 該当な し

(単位 :円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

該当なし

:円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必

要な事項

事業費と管理費の接分方法                      該当なし

７

・

8

期末帳簿価額科 目 期首取得価額 取得 減少 減価償却累計額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期返済 期末残高科 目 期首残高 当期借入

合計

計算書類に

計上された
金額

内、役員 と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

科 日

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸倍対照表計

その他の事業に係る資産の状況 該当なし

期末頭得而顧l



書式第 17号 (法第28条関係) 事 業 報 告 用

令和 5年度 財産目録
:T

単位 :円
目

345
23,290

7,146,080

棚卸資産
販売用寄附物品

見金

iril:員籍嘗置語豊

未収金
事業未収金

7.174_71

(1)●
"■

定賣崖
車両運搬具

事業用車両

什]□:,_~

(2)●
"■

定■壼
ソフトウェア

オペレーションシステム
文書口集ソフト

借地権

長期貸付金

(0)投■その他の責産
敷金

【′

ロ

7.174.715【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金

濱 り金

長期借入金

2

【B-1】 負 債 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 7.174.7,5

コ■

『

■1日□■■■ ]|■■B■■口 :■
■B ar:ョ【:】■

TTI

T7:Tl
T

■■■■■m

::::::Fl::::: ::::【 フ】::::~                                                                       1::1111::1口 1::1:::111:l:ll

■■■■【

Π ■

うFll
■■

~

.anご Ir、 ::



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (■事彙年凛において使員であつたことがある全員の氏名及び住所又は層所菫
びにこれらの■についての■事彙年底における●日の有●■■●した名簿)

特定非営利活動法人 金融 IT協会

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

氏   名

1

ヤマグチショウノウ 令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年 月

月

日

日年山口 省蔵

2

オカダ タクロウ 令和 5年 8月 21日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年  月  日岡田 拓郎

3

ヤマモ ト タクフミ

 
令和 6年 5月 17日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年 月 日山本 健文

4

ワタナベ カオ リ

(ナカザフ カオリ)
令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年  月  日渡邊 香織

(中澤 香織)

5 〇
監事

キシ カズヨシ 令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日岸 和良

6
ウエマツ テツヤ 令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年

年

月   日

月 日植松 哲也

7 〇 監事

フカザフ コウジ 令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日深澤 孝治

8

+fii-? l7'> 令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日中山 靖司

9

モ リタ ユキコ 令和 6年 5月 17日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日森田 由起子

10 監 事理 事

アベ ノプヒサ 令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年

年

月

月

日

日阿部 展久

〇 監事

o監 事

①
・監事

o・ 監事

〇
監事

〇 監事

〇
監事



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

11

クサカ | +t,tv

日下 智晴

令和 6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

12 監 事

リモ ト マサオ

森本 昌雄

令和6年 1月 19日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

13 監事

ヨネタニ タツヤ

米谷 達哉

令和 5年 8月 21日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年 月 日

14 監事

クダ ユウコウ
 

奥田 雄弘

令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年 月

月

日

日年

15 監事

コンドウ ショウジ

近藤 正司

令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年  月  日

年  月  日

16 監事

JA r7 -zt tV

室 勝

令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年 月

月

日

日年

17 理 事

ヤマザキ ゴロウ

山崎 五 郎

令和 5年 7月 1日

令和 6年 6月 30日

年 月

月

日

日年

〇 監事



書式第 4号 (法第 10条 。第28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人 金融 IT協会

氏   名

1 山口 省蔵

2 岡田 拓郎

3 山本 健文  

4 渡邊 香繊
(中澤 香織)

5 岸 和良

6 植松 哲也

7 深澤 孝治

8 中山 靖司

9 森田 由起子

10 阿部 展久

11 日下 智晴

12 森本 昌雄



13 米谷 遺載

14 奥田 雄弘

15 近藤 正司

「

16 室 勝

「

17 山崎 五郎




